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2024.5.1
まちの行政情報誌 広報もりぐち

令和6年度の当初予算の総額は、一般会計と特別会計を合わせて総額1‚224億3‚721万4‚000円で、前年度当初予
算額に比べて約221.1億円（22.0％）の増となっています。
一般会計の当初予算は739億9‚000万円で、前年度当初予算額に比べて58.9億円（8.6％）の増となっています。

市税は、個人住民税の定額減税の影響による減があるものの、
雇用環境の改善や企業業績の堅調な推移により、前年度比約1.
2億円（0.5%）の増となりました。主な要因としては、個人市民
税が約3.0億円（4.0％）減したものの、法人市民税が約3.9億円
（27.8%）の増、市たばこ税が約0.4億円（3.3%）の増となったこ
とが挙げられます。
国・府支出金は、社会保障関係経費の増や、国のシステム標

準化に対応する経費の増などにより、前年度比約13.6億円（5.
6%）の増となりました。
市債は、守口小学校などの学校施設整備による教育債の増が

あるものの、上水道事業出資債や臨時財政対策債の減などによ
り、前年度比約0.9億円（2.2％）の減となりました。
その他のうち財産収入は、土地売払収入の増により、前年度

比約8.6億円（244.2％）の増、繰入金は、市債の繰上償還の財
源となる減債基金繰入金の増などにより、前年度比約26.1億円
（668.5％）の増となりました。

人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費（法令等で支
出が義務付けられている経費）は、段階的な定年引上げに伴い、
隔年で定年退職者が生じることによる退職手当の増や、減債基
金を活用した市債の繰上償還の増などにより、前年度比約22.
9億円（8.8％）の増となりました。
物件費は、マイナンバーカード交付事務事業や府政選挙事業、
新型コロナウイルス感染症自宅療養者等支援事業の皆減などに
より、前年度比約1.9億円（2.1%）の減となりました。
補助費等は、くすのき広域連合の解散に伴う負担金の減など

により、前年度比約8.5億円（3.6%）の減となりました。
建設事業費は、守口小学校、さくら小学校および八雲中学校

区義務教育学校における施設整備費の増などにより、前年度比
約27.9億円（64.3％）の増となりました。

739億9,000万円令和6年度
一般会計
当初予算

（単位：千円）（単位：千円）

歳入
73,990,000

歳出
73,990,000

市税市税
22,347,02122,347,021
（30.2％）（30.2％）

譲与税等譲与税等
5,143,5905,143,590
（6.9％）（6.9％）

地方交付税地方交付税
9,260,0009,260,000
（12.5％）（12.5％）

国・府支出金国・府支出金
25,794,97425,794,974
（34.9％）（34.9％）

使用料等使用料等
748,719748,719
（1.0％）（1.0％）

諸収入諸収入
1,117,8841,117,884
（1.5％）（1.5％）

市債市債
4,131,5004,131,500
（5.6％）（5.6％）

その他その他
4,468,9524,468,952
（6.1％）（6.1％）

分担金及び負担金分担金及び負担金
977,360977,360
（1.3％）（1.3％）

問財政課   ℡06-6992-1402

歳入歳出

内訳性質別内訳

市税収入（予算額）の推移 （単位：百万円）

各会計当初予算

主な歳出予算の推移（性質別）（単位：百万円）
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■繰出金・
　その他

■建設事業費

■補助費等

■物件費

■公債費

■扶助費

■人件費

人件費人件費
6,089,012 6,089,012 
(8.2%)(8.2%)

繰出金・その他繰出金・その他
7,120,041 7,120,041 
(9.6%)(9.6%)

扶助費扶助費
15,796,84015,796,840
(21.4%)(21.4%)

公債費公債費
6,412,0536,412,053
(8.7%)(8.7%)

物件費物件費
9,031,6639,031,663
(12.2%)(12.2%)

建設事業費建設事業費
7,123,9327,123,932
(9.6%)(9.6%)

補助費等補助費等
22,416,45922,416,459
(30.3%)(30.3%)

（単位：千円）
令和6年度 令和5年度 増減額

一般会計 73,990,000 68,100,000 5,890,000

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 15,225,000 14,710,000 515,000
後期高齢者医療事業会計 2,722,000 2,469,000 253,000
介護保険事業会計 17,973,000 179,000 17,794,000
公共用地先行取得事業会計 443,000 371,000 72,000
水道事業会計 4,422,362 6,967,111 △ 2,544,749
下水道事業会計 7,661,852 7,531,098 130,754

総計 122,437,214 100,327,209 22,110,005用語の解説はこちら➡


